
入院者訪問支援事業の運営



事業開始前の準備
◼ 本事業に対する理解：事業担当者は、訪問支援員養成研修講義資料の視聴や運営研修への

参加により、本事業の目的等について理解を深めた上で取り組むことが重要である。

◼ 関係者への事業説明：精神科病院、日本精神保健福祉士協会、日本精神科看護協会、当事者

会、家族会、権利擁護団体等に事業の趣旨を説明し、理解と協力を得る。

◼ 支援対象者の範囲：すべての入院者を対象とすることが望ましいが、市町村長同意による医

療保護入院者に限定するのか、それ以外の入院者も支援対象とするのか、地域の事情に応じ

て検討する。

◼ 事業の対象範囲：自治体全域で実施するのが望ましいが、地域の実情に応じて検討し、必要

に応じて他の自治体との連携を図る。

連携例：県内に入院されている方について都道府県と指定都市・保健所設置市との連携

県外に入院されている方について県外自治体と連携

◼ 事務局の担い手：どこが事務局機能を担うかについて、先行自治体の取組や関係者の意見を

参考に、検討する。

◼ 予算の確保：本事業の実施要領をもとに、事業の計画をたてる過程で必要な経費を見込み、

自治体内で予算を確保する。



事務局の機能

1. 訪問支援員の養成

2. 事業に係る会議の設置と運営

3. 入院者等への事業周知・情報発信

4. 訪問支援員の派遣

5. 訪問支援員のサポート

6. 入院者本人、病院等からの問い合わせ・苦情等への対応

7. 実施状況の記録と報告

8. その他



（参考）先行自治体における事務局運営の進め方
◆庁内の調整※庁内の担当部署の決定について

【岡山市】庁内の精神保健福祉担当課が定期的に開催している会議（保健管理課＜本庁＞、こころの健康セ

ンター＜精神保健福祉センター＞、健康づくり課＜保健所＞で行う通称「三課会議」）で決定し、こころの健

康センターが事業担当となった。

【和歌山県】主管課である障害福祉課が担うこととし、研修に関することについては精神保健福祉センター

が担当することとした。

◆予算の確保

【岡山市】財政担当には主管課（保健管理課）が説明し、 「三課会議」において必要性を共有。実地指導に備

えて保健所の精神保健福祉士から精神科医療の実情と権利擁護の必要性について情報提供。

【和歌山県】主管課より財政担当に対し、令和６年から法定事業になるため前年度から準備を行う必要があ

ること等の説明を行い、予算計上した。

◆事務局委託先の決め手

【岡山市】岡山県内の精神保健福祉に関するステークホルダー（精神保健福祉センター長、県立病院長、弁

護士会、精神保健福祉士協会、社会福祉会、精神障害者当事者団体）が合同で団体を設立していたため、当

該団体に委託することを決定。

【和歌山県】県内でのピアサポーター活動等の実績を踏まえ、当事者と共に事業を実施できる下地があるこ
とに加え、精神保健福祉士等専門職を雇用し、精神科病院及び地域の援助事業者双方に理解がある事業者
であることという条件をクリアした当該事業所に委託した。



１.訪問支援員の養成

◼訪問支援員養成研修を開催する。

◼受講者の出席状況を確認し、必要な研修を修了した者に

修了書を発行する。

◼都道府県等は、研修修了者のうち、訪問支援を行う者とし

て適任であると認めた者を、訪問支援員として選任、登録

する。

◼訪問支援員同士が情報共有や意見交換等を行えるような

ネットワークを構築することが望ましい。



訪問支援員養成研修の概要

○都道府県等は、訪問支援員の業務を適正に行うために必要な知識・技能等を修得するための研修を
実施する。

訪問支援員養成研修 ○ 訪問支援員としての活動を希望する者が対象
○ 講義：５時間程度（オンライン受講可）
○ 演習：６時間程度（原則、対面で実施）
○ 実施主体：都道府県等
○ 内容：省令に準拠（次ページ参照）

・精神保健、医療及び福祉の現状及び課題
・入院者訪問支援事業の概要
・入院者訪問支援員として必要な技能

訪問支援の意義や訪問支援員の役割等を
理解した上で、訪問支援員として必要な
基本的知識を習得する

【講義】

【演習】

グループワークやロールプレイ等を通じて

訪問支援員として必要とされるより実践的

な知識や技能を習得する



訪問支援員養成研修カリキュラム

○ 講義はオンラインでの受講を可能とし、所要５時間程度とする
○ 演習は原則対面で行い、所要６時間程度とする

内 容 講義名等

講義

精神保健、医療及び福祉の現状及び課題

精神医療の現状と課題

※ 精神科病院管理者が本事業に期待すること

精神障害者の権利

※ 入院者が体験すること

入院者訪問支援事業の概要

入院者訪問支援事業の概要

入院者訪問支援の意義と目的

入院者訪問支援員の役割

入院者訪問支援員として必要な技能

入院者訪問支援の実践

訪問支援員が知っておくべき資源

演習

当事者の体験の共有

ロールプレイ

グループワーク

※ は演習時にシンポジウム等で聴講



（参考）訪問支援員の任命、登録にあたって

※ 岡山市において研修時に配布
（岡山市においては訪問支援員をアドボケイトと表現）



２.事業に係る会議の設置と運営

推進会議 実務者会議

事業の進め方につ
いて検討や見直し
を図る場

課題等の洗い出し
や検証を行い、事
業の円滑な推進・
充実を図る場

◼都道府県等は、本事業を円滑に進めるため、事業の実施

内容の検討や見直し等を行い、関係者の合意形成を図る

ための会議体及び事業の円滑な推進と更なる充実を図る

ことを目的として、実務者が協議するための会議体を設

置する。



推進会議①

【目 的】

◼運営を管理する者及び訪問支援を受け入れる医療機関と訪問支援を行う

者が、実施要領や事業計画の策定、実務者会議から報告される事業の実施

状況や課題等をもとに、事業の進め方についての検討や見直しを図る。

【実施主体】

◼都道府県等の主管課。

◼都道府県等の協議の場（地方精神保健福祉審議会、自立支援協議会、地域

移行を推進する部会等）の活用も可能。

【参加者】

◼都道府県等主管課、精神保健福祉センター、保健所、当事者、当事者家族、

精神科病院協会等の関係団体、その他有識者等。



推進会議②

【想定される協議内容】

◼訪問支援員養成研修の実施に関すること

◼業務委託先の選定に関すること

◼支援範囲に関すること（対象を絞り込むことの必要性やその方法等）

◼事業周知や情報発信の方法に関すること

◼訪問支援員の養成状況、訪問支援の実施状況

◼実務者会議の実施方法や協議内容に関すること

◼訪問支援の際に、虐待等、不適切な処遇等に関する情報を得た場合の

対応のあり方

◼その他、事業実施にあたり関係者間での合意を得ることが望ましいと

考えられること



実務者会議①

【目 的】

◼ 訪問支援員や訪問支援を受け入れる精神科病院の関係者等が、定期的に事業実施

においての具体的な課題や支援のあり方等について協議し、その結果については

適宜、推進会議へ報告する等、事業の円滑な推進と、更なる充実を図る。

【実施主体】

◼ 都道府県等の主管課。

◼ 運営事務については委託を可能とするが、都道府県等事業担当者の会議への参加

は必須とする。

【参加者】

◼ 都道府県等主管課、委託先事業者、訪問支援員、精神科病院等の関係者、市町村実

務担当者（市町村同意に係る部署、及び医療保護入院患者の支援に係る部署の担

当）、その他の当該事業に係る者等。



実務者会議②

【想定される協議内容】

◼事業の実施状況の共有（入院者が特定されることのないよう留意

すること）

◼訪問支援の実施により得られた効果や明らかになった課題（病院と

の調整に関する課題、支援内容に関する課題等）に関すること

◼訪問支援員養成研修の内容やスキルアップの方法に関すること

◼訪問支援員のサポートのあり方に関すること

◼その他、訪問支援の実務に関連する課題



３.入院者等への事業周知・情報発信

◼都道府県等は、入院者訪問支援事業についての説明文書

（リーフレット等）やポスター等の啓発資材を作成する。

◼都道府県等は、市町村に対して病院等への事業周知について

協力を依頼する。

（退院後生活環境相談員選任の挨拶時や各市町村の市町村長

同意の医療保護入院者への面会時等、日々の支援の中でリーフ

レット等を用いて本事業を紹介する、ポスターを掲示する等）

◼都道府県等は、ホームページ等での事業周知、その他の情報

発信を行う。



入院者への事業周知・情報発信
○ 都道府県等は、市町村に対し、市町村長同意による医療保護入院者との面会時に当該事業を入院者に

紹介するよう依頼する。
○ 都道府県等は、精神科病院に対し、退院後生活環境相談員等から入院者に対して当該事業を紹介すること

や、啓発資材の掲示等により入院者に常時当該事業の周知を図ることを依頼する 。

市町村担当者

市町村

・ＨＰ等での広報

厚生労働省

・市町村に対し、市町村長同意の入院者への面会時に本事業を紹介するよう依頼する

・精神科病院に対し、入院者へ退院後生活環境相談員やその他の職員等から本事業を紹介することや、

啓発資材の掲示等により当該事業の周知を図るよう依頼する。

・入院者に幅広く情報が届くよう、HPでの広報等による事業周知、その他の情報発信を行う。

・市町村長同意後の入院者との面会時に

リーフレット等を用いて本事業を

紹介する

・退院後生活環境相談員の選任の挨拶時や

日々の支援の中でリーフレット等を用いて

本事業を紹介する

・本事業の紹介・周知のための院内掲示を行う

市町村長同意
入院患者等

退院後生活環境相談員等

精神科病院

都道府県等 ・ＨＰ等での広報



（参考）先行自治体での事業周知・情報発信例

※ 岡山市において掲示しているポスター
※ 和歌山県において配布予定の資材



４.訪問支援員の派遣

※入院者から訪問支援員との面会希望があったら…

◼都道府県等は、登録が済んでいる訪問支援員のリストの中か

ら、実際に派遣可能な訪問支援員を選定する。

◼選定した訪問支援員と、派遣の日程調整の方法、記録や報告

のしかた等につき確認する。

◼病院及び訪問支援員と派遣の日程等の調整を行う。



訪問支援員の派遣における事務局の動き①

訪問支援員の派遣希望の連絡を受ける

◼入院者本人、市町村長同意の担当者、入院先の退院後生活環境相談員

等から、電話、メール、手紙等での連絡を受ける。

◼本人以外の者からの依頼については、本人の意向であることを確認し

た上で派遣調整を開始する。

◼本人の意向を確認した日付及びその方法等について記録する。

（配付資料別紙1参照）

◼必要に応じて精神科病院の退院後生活環境相談員その他の職員等の協

力を得ることで、できる限り本人の希望に添えるよう、訪問支援員の派

遣調整を行う。



訪問支援員の派遣における事務局の動き②

面会日時の調整

◼入院者本人が面会可能な日時について退院後生活環境相談員、その他の職

員等に確認する。

（治療や検査の予定、外出泊予定、入浴の曜日や時間帯等、面会を避けた

方がよい日時があれば把握しておく）

◼登録者のうち、面会候補日程に対応可能な者2名を選任し、面会日時を調整

する。

◼訪問支援員2名のうち1名は、精神障害者の支援業務（入院者訪問支援員と

しての活動を含む）に携わった経験のある者が望ましい。

◼入院者訪問支援員としての経験の少ない者と経験を重ねた者によるペアで

の実施が推奨される。



訪問支援員の派遣における事務局の動き③

面会日時の連絡

◼入院先病院の退院後生活環境相談員、その他の職員等に、

面会日時及び訪問を予定している支援員の人数、氏名を連

絡する。



訪問支援員の派遣における事務局の動き④

◼訪問支援員は面会終了後、所定の様式により訪問報告書を

作成し事務局に提出する。（配付資料別紙２参照）

◼訪問支援員より訪問報告書の提出を受ける。

◼訪問報告書を保管する。

◼報告内容によっては、訪問支援員に状況を確認し、必要に応

じて、病院の担当者に確認を行う。

実施報告と記録



訪問支援員派遣の流れ
○ 入院者から訪問支援員との面会希望があった場合に、派遣調整を行う。
○ 本人以外の者からの依頼については、本人の意向であることを確認した上で派遣調整を開始する。
○ 事務局は、支援対象者の意向を確認した日付及びその方法等については、個別に記録しておくこと。

①面会希望

精神科病院

退院後生活環境相談員
その他の職員等

電話・手紙等

面会日連絡

訪問支援（面会交流の実施）

②面会日の調整

④訪問報告書提出

都道府県等

②登録者から訪問支援員2名を
選任し面会日を調整する

④訪問支援員より訪問報告書
の提出を受ける

市
町
村
長
同
意
に
よ
る
医
療
保
護
入
院
者
等

③
日
程
の
連
絡

都道府県等
又は

委託先の事業所

事務局

① 入院者本人もしくは、市町村
長同意の担当者又は精神科病院の
退院後生活環境相談員等を経由し、
面会希望の連絡を受ける

③ 必要に応じて精神科病院の退院
後生活環境相談員やその他の職員等
の協力を得ることで、できる限り支
援対象者の希望に添えるよう、訪問
支援員の派遣調整を行う。

訪問支援員は、2人一組（※）で

精神科病院を訪問し、面会交流を行う

（※）ペアで訪問をする事で互いにフォローができ

緊張感の緩和につながることが先行事例から

示されている。

また、訪問支援のスキルアップのためには

経験の少ない者と経験を重ねた者によるペア

での実施が効果的とされている。

訪問支援員



５.訪問支援員のサポート

＜例＞

◼訪問支援員からの入院者への対応や、病院とのやりとりなどについての相

談を受ける。

◼相談を受けた時点で助言等が困難な場合は、後日、改めて話し合いの場等

を設けることを検討する。

◼必要に応じて、臨時の実務者会議、事例検討会、訪問支援員同士の交流会

等を開催することを検討する。

◼必要に応じて、他自治体の訪問支援員との交流や意見交換会等を実施す

る。 等

※サポート方法については、地域の実情を踏まえ、検討してみて下さい。



６.入院者本人や病院等からの問い合わせ・
苦情等への対応

◼入院者本人や病院等からの問い合わせや苦情等が寄せられた際は、

随時対応する。

◼オンライン会議や、メーリングリスト、グループライン等を活用し、対応に

苦慮した場合に話し合いができる体制をあらかじめ構築しておくことが

望ましい。

◼相談の内容によっては、その対応状況について記録し、実務者会議、推

進会議に報告する。

◼必要に応じて、臨時の実務者会議や推進会議の開催を検討する。



７.実施状況の記録と報告

◼実施状況について、実務者会議で検討し作成された

記録や報告の方法に基づき整理する。

◼国の示す様式を用い、年に1回、事業報告を提出する。



〇月×日 〇月△日 △月〇日 △月×日

入院者Aさん 事務局Cさん

支援員Dさん

事務局Bさん 入院者Aさん

支援員Eさん 支援員Eさん
支援員Fさん

入院者Aさん 入院者Aさん

事業運営にあたっての留意点
◼訪問支援員は担当制である必要はなく、入院者との信頼関係、相談内容や支援

員の状況等を踏まえて組織として関わる。（毎回同じ事務局員、訪問支援員が対

応する必要はないが、その旨を入院者にあらかじめ伝えておくこと）

◼事務局内での情報共有は守秘義務違反とはみなされない。

（集団的守秘義務）

８.その他



事業運営にあたっての留意点（続き）

◼運営事務を外部委託とすることは可能であるが、都道府県等は
事務局と十分な連携体制を構築し、運営状況を把握すること。

◼訪問支援員と同様、事務局職員や事業に関係する都道府県等
職員にも守秘義務があることに留意すること。

◼支援対象者、病院等からの事業に対するフィードバックを得る
方法を検討することが望ましい。

◼支援対象者からの求めがあった場合でも、事務局職員、訪問支
援員の個人情報を開示しないこと。

◼対応に迷う場合は、個人で判断するのではなく、都道府県等を
含む組織として判断すること。

◼組織的判断を行う必要が生じた場合のプロセスについては、推
進会議においてあらかじめ検討し、合意を得ておくこと。



組織として関わることのメリット

◼訪問支援員が１人で問題を抱え込まなくてもよい。

◼電話や面会等、その場ですぐに支援対象者の希望の実現

や、問題の解決ができなくてもよい。支援対象者との関係性

を築き、「次へつなぐ」ことができる。

◼事務局が開催する会議や事例検討会等で、他の訪問支援員

と出会い、経験者に相談したり、お互いに励まし合うことが

できる。

◼訪問支援員が訪問支援活動で困ったこと等について事務局
に相談できる。


